
地  域  再  生  計  画 

 

 

１．地域再生計画の名称 

  下北地域の安全・安心な港づくり計画 

 

２．地域再生計画の作成主体の名称 

  青森県、むつ市、青森県下北郡風間浦村 

 

３．地域再生計画の区域 

 むつ市並びに青森県下北郡東通村及び風間浦村の区域の一部（大湊港、尻屋

岬港、蛇浦漁港及び浜奥内漁港） 

 

４．地域再生計画の目標 

計画地区は、青森県北部の下北半島一帯であり、その主要部を下北国定公

園が占めている。下北国定公園は、日本三大霊場の一つに数えられイタコの

口寄せで知られる恐山をはじめ、仏ヶ浦、脇野沢西海岸、本州最北端の大間

崎、尻屋崎の海岸美、薬研、湯野川などの古くから豊富な温泉等、種々多様

な特徴を持っており、年間２００万人を超える観光客が下北地域を訪れてい

る。  

冬の気候は日本海型に分類され、北西の季節風が強く、平野部で１メート

ル、山間部で２メートルの積雪がある一方、夏は太平洋型に分類され、春か

らの冷涼な偏東風と濃霧のため、平均気温が低く日照時間も少ない。 

また、地理的特徴として根元部の幅が狭く、半島へは輸送の動脈となる国

道が２本通っているのみで、海岸線の道路は迂回路がない地域が多い。 

大湊港は、下北地域の産業・経済の中心地であるむつ市にあり、陸奥湾北東

に位置する下北半島の観光及び物流の玄関ともいうべき港である。下北半島各

地へのアクセスに便利であることから、観光ばかりでなく、建設資材等の移入

拠点ともなっている。しかしながら、砂・砂利を取扱っていた真砂町２号岸壁

が、老朽化による一部倒壊等のために、平成 19 年から使用不能となり、やむ

なく、ふ頭用地が狭隘で老朽化も著しい下北ふ頭岸壁で砂・砂利を取り扱って

いる状況が続いている。平成 20 年には、約 177 千トンを下北ふ頭岸壁で取扱

っており、利用者は、砂・砂利の置き場にも困っている状況である。このため、

安全で効率的な岸壁利用を行うためにも、真砂町２号岸壁の復旧改良が必要と

なっている。 

尻屋岬港は、下北半島の東端部に突き出た尻屋崎の西側に位置しており、大

型船舶の接岸可能な水深 7.5m 岸壁を持つ下北半島北部の物流拠点港である。

背後には豊富な石灰石を有する山があるため、昭和３０年代から石灰石採取企

業が採掘を開始し、昭和５０年代には国内各地へ石灰石やセメントを供給する

セメント製造工場が成長してきており、地方港湾としては県内第１位の貨物量

を取扱っている。また、石灰石・セメント関連企業の従業員は６割程度が地元

雇用となっており、東通村の成人に対し約 4％を占めている。県は、地域資源

を活用したセメント産業の成長は地域活性化に資するとの認識から、セメント

製造に必要な石炭やコークス等の搬入や石灰石・セメントを安全に積み出せる



港の整備を行ってきているが、港内の静穏度は未だ不十分である。特に冬期間

においては、大型船舶が接岸可能な２号岸壁が利用できない状況が多いため、

小型船舶でしか接岸できない１号岸壁を利用して荷役作業を行う等の方法を

取っている状況であり、利用者からは通年で２号岸壁を使用できるような港づ

くりが望まれている。 

蛇浦漁港は、下北半島の北西部に位置し、地区人口６０８人に対して漁業就

労者が２４％（１４７人）を占め、水産業が地域経済の基盤を成しているが、

近年魚価の低迷、船の燃料の高騰から漁業所得が減少し、担い手となる若年労

働力は他地域や他産業に流出し、漁業者の高齢化等に拍車がかかっている現況

にある。本港は、漁船１７０隻が利用しているが、キール船（航行時の安全性

が高く吃水が深い）１１隻（４ｔ～１０ｔ）に対応した水深の岸壁が無く、防

波堤等を利用しているため、効率的な作業が出来ない状況となっている。また、

台風等の激浪時には防波堤からの越波による漁船被害が発生しているため、係

留状況等の見回りの作業が漁業者の負担となっている。加えて、泊地、航路が

浅いため干潮時（干満差１．３ｍ）の入出港に制限を受けており、船底の接触

事故も発生している。 

浜奥内漁港は、下北半島の中心むつ市の南部に位置し、地区人口４８２人に

対して、漁業就業者が２２％（１０４人）を占め、水産業が地域経済の基盤を

成している。また、漁船５３隻が利用しており、むつ市のホタテガイ養殖漁業

の約５０％を占める主要な漁港であるが、近年港口付近への砂の堆積が著しく、

干潮時（干満差０．９ｍ）の出入港に待機時間が生じているため、漁業者から

漂砂対策の施設が強く望まれている。また、荒天時には港口部からの波浪によ

り港内の静穏度が悪化し、ホタテガイ養殖資材の積込み、荷卸し作業や陸揚げ

作業に支障を来しており、台風等の激浪時には港口部北側の岸壁を越える波が

発生し、背後用地に養殖資材を保管出来ずに、集落内に運搬・保管しており、

経費や時間を要し漁業者に負担が強いられている。 

この２漁港で水揚げされるイカ、サケ、ヒラメ、タコ、ホタテガイ、アワビ、

ウニ等は、年間３０万人以上が宿泊している、むつ市、風間浦村の観光ホテル

や旅館等に提供され、地域の主要産業である観光産業の振興に寄与しており、

新鮮な水産物を安定的に供給するため、水産基盤の強化と併せて、近年減少し

ている水産資源維持を図るためにも漁場整備や種苗放流を行い適正な漁業管

理が必要となっている。 

地域が抱えるこうした課題を解決するために、大湊港においては、岸壁整備

や付帯施設の整備により、安全で効率的な施設利用を図り、尻屋岬港において

は、防波堤の整備により港内静穏度を高めることで物流拠点としての機能を強

化する。また、蛇浦漁港、浜奥内漁港においては、安全で効率的な漁業活動が

行える水産拠点としての機能を強化し、水産資源維持を図るために漁場整備や

種苗放流による適正な漁業管理を行う。これらの整備を行うことで、地域産業

の振興を図るとともに、下北地域の港湾・漁港利用者が安心して利用できる環

境を整え、魅力ある地域づくりを目指す。 

 

（目標１） 大湊港について、利用不能となっている真砂町２号岸壁を復旧し、

狭隘な下北ふ頭で取り扱っている貨物の一部（砂・砂利）をシフ

トさせて、真砂町岸壁で１８万トン以上を取扱う。（Ｈ２５以降） 
（目標２） 尻屋岬港において、防波堤延伸により港内（２号岸壁前面）静穏



度を７６．１％から７８．０％に向上させる。（Ｈ２７以降）  
（目標３） 蛇浦漁港において、キール船の５隻相当の同時係留数の確保で、１

１隻相当の全体の陸揚げ所要時間を３時間から１時間に短縮する。

（Ｈ２６以降）  
（目標４） 浜奥内漁港において、防波堤整備による港内静穏度の向上で、安

全に係留・作業している漁船の隻数を１８隻から３９隻相当に増

やす。（Ｈ２７以降）  
 

５．目標を達成するための事業 

 5-1 全体の概要 

青森県下北地域の安全で安心な港づくりを行うために、大湊港は老朽化した

係留施設や臨港交通施設の整備による安全で効率的な施設の利用、尻屋岬港は

外郭施設整備による荷役効率向上を目指し、蛇浦漁港、浜奥内漁港は、外郭施

設、係留施設、水域施設の整備による漁業活動の安全性及び効率性向上を図り、

港湾・漁港従事者が安全で安心して利用できる環境を整える。  
 

 5-2 法第５章の特別の措置を適用して行う事業 

  港整備交付金を活用する事業 

   [施設の種類と事業主体] 

    ・港湾施設（大湊港、尻屋岬港）青森県 

    ・漁港施設（蛇浦漁港、浜奥内漁港＜ともに第１種漁港＞）  
風間浦村、むつ市 

 

   [整備量] 

     ・港湾施設・・・外郭施設、係留施設、臨港交通施設 

     ・漁港施設・・・外郭施設、係留施設、水域施設 

 

   [事業期間] 

    ・港湾施設  平成 22 年度～平成 26 年度 

    ・漁港施設  平成 22 年度～平成 26 年度   

 

   [港整備交付金の総事業費] 

    ・総事業費 2,690,000 千円（うち交付金 1,218,000 千円） 

・港湾施設 1,270,000 千円（うち交付金  508,000 千円） 

・漁港施設 1,420,000 千円（うち交付金  710,000 千円） 

※ なお、上記事業の整備箇所等については、別添の整備箇所を示した図

面による。  
 

 5-3 その他の事業 

5-3-1 基本方針に基づく支援措置 

該当無し 

 

5-3-2 基本方針に掲げられた支援措置によらない独自の試み 

  （１）大畑地区広域漁場整備事業 

 基幹産業である水産業の振興のため、魚礁漁場を造成し、資源



の維持・持続的活用を促進し、効率的な生産を進め漁業経営の

安定を図る。  

  （２）アワビ種苗放流事業 

 風間浦村及びむつ市では、アワビ資源の維持増大のため、アワ

ビ稚貝放流を行い、沿岸漁業者の所得向上を図る。  

（３）ホタテ貝殻を活用したナマコ増殖場造成事業 

 むつ市では、ナマコ資源の増大のため、ホタテ貝殻を活用した

ナマコの増殖場を造成し、漁業経営の安定を図る。  

 

６．計画期間 

  平成２２年度～平成２６年度（５ヶ年） 

 

７．目標の達成状況に係る評価に関する事項 

 計画終了後に、４に示す目標に照らし調査、評価し県が公表する。また、必

要に応じて事業の内容の見直しを図るために、県で構成する「公共事業再評価

委員会」で施設の整備状況等について評価・検討を行う。 

 

８．地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 

  該当無し 


